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人員、設備及び運営に関する基準を定める条例等

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
律」により障害者自立支援法、児童福祉法等が改正され、従来国の省令で定めることとしていた
指定基準等を条例で定めることとされたため、本市基準条例等を制定するもの

制定する条例及び関係規則

・倉敷市障害福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年１２月１９日条例第５４号）

・倉敷市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３４号）

・倉敷市障害者支援施設の運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３５号）

・倉敷市指定障害福祉サービスの事業等の人員及び運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３６号）

・倉敷市地域活動支援センターの運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３７号）

・倉敷市福祉ホームの運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３８号）

・倉敷市指定障害者支援施設等の人員及び運営に関する基準を定める規則（平成２５年３月２６日規則第３９号）

・倉敷市児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元

年６月２６日条例第３０号）

・倉敷市児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員及び運営に関する基準を定める規則（令和元年６月２６日

規則第５７号）
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指導及び監査の実施方法①

集団指導

倉敷市内の障害福祉サービス事業者に対しては、倉敷市が原則として、毎年度１回一定の場所に対象事業者
を招集し、講習会方式により指導を行います。

運営指導 ※原則３年に１回の実施

障害福祉サービス事業者等の所在地において、各種書類・帳簿の確認、ヒアリングを行うことにより実施しま
す。（一部のサービスについては、市役所内において実施することがあります。）

○指導内容
障害福祉サービス事業者のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、人員、設備、運営及び自立
支援給付費請求について指導します。（必要に応じて過誤調整）

○事前に提出を求める書類等
・事前提出資料（指導監査課ホームページに掲載）
・自己点検表、運営規程、重要事項説明書、施設平面図、パンフレット など

○指導の結果
改善を要する事項は、後日文書で通知します。
文書で指摘した事項については改善報告書の提出を求めます。
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指導及び監査の実施方法②

監 査

監査は、入手した各種情報により人員、設備及び運営基準等の指定基準違反や不正請求、利用者へ
の虐待等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認める場合に、障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２章第２節第５款又は児童福祉法第2章第2節第2款
の規定に基づき実施します。

各種情報とは、
① 通報・苦情・相談等に基づく情報
② 国民健康保険団体連合会、運営適正化委員会等へ寄せられる苦情
③ 自立支援給付等の請求データ分析により特異傾向を示す事業者情報
④ 運営指導において確認した情報

原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、より実効性のある
方法で行っています。

3



報酬請求指導の方法

• 指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに自立支援給付（基本単位及び各種加算）の請求状況
について、関係資料により確認を行います。報酬基準に適合しない取扱い等が認められた場合に
は、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算定要件の説明等を行い、適切なサービス
の実施となるよう指導するとともに、過去の請求について自己点検の上、不適切な請求となって
いる部分については過誤調整として返還を指導します。

過誤調整の返還指導（※監査における不正請求は、給付決定市町村より返還命令）

• 運営指導等において、過誤調整が必要と思われる場合は、原則として次のとおり取り扱います。

①障害福祉サービス提供の記録が全くない場合は、サービス提供の挙証責任が果たせていないた

め返還を指導します。

②基準省令及び告示に明記されている基準・加算要件等を満たしていない場合は返還を指導しま

す。

③厚生労働省が発出した各種通知類（解釈通知、留意事項通知、Ｑ＆Ａ）の内容が遵守されてい

ない場合は是正を指導します。 4



行政上の措置

区分 行政上の措置の内容 事業者名の公表等

勧告 事業者に期限を定めて文書により基準を遵守すべきこ
とを勧告する。

事業者が勧告に従わない場合はそ
の旨を公表できる。

命令 事業者が正当な理由なく上記の勧告に係る措置をとら
なかったときは、期限を定めて勧告に係る措置をとる
べきことを命令する。

事業者に命令をした場合は告示し
なければならない。

指定の効力の
停止

次に該当する場合、指定を取り消し、又は期間を定め
て指定の効力の全部若しくは一部を停止する。
・介護給付費等の請求に関し不正があったとき
・障がい者の人格尊重義務に違反したとき（虐待等）
・不正の手段により指定を受けたとき
・監査にあたり虚偽の報告をしたとき
・運営基準に従って適正な運営をすることができなく
なったとき など

指定の取消し 指定を取り消した場合は告示しな
ければならない。

※処分が行われた場合は、不正に得た給付費の返還に４０％の加算金が課せられます。

監査の結果、次のような行政上の処分を行う場合があります。
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事業廃止時の留意事項
• 指定障害福祉サービス事業者については、事業廃止（休止も含む。以下同じ。）の際、事業の廃止の日以後においても引き続き当該指定障害福
祉サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な障害福祉サービスが継続的に提供されるよう、他の指定障害福祉サービス事
業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならないことが、障害者総合支援法第４３条第４項、児童福祉法２１条の5
の１９第４項等に事業者の責務として規定されています。

• 事業廃止を検討している事業者は、事前に障がい福祉課に相談のうえ、利用者の移行先の調整を行い、廃止の日の一か月前までに、利用
者の移行先リスト等を添付して廃止の届をしてください。利用者の利用調整が未整備な場合には、法第４３条第４項の規定に基づく事業
者責務を果たしていないこととなるので、勧告・命令・指定取消といった措置をとることとなります。

廃止日         廃止日                                                       廃止日 

２～３ヶ月前      １ヶ月前 

                      利用者の利用調整が整備済な場合                      

                           全ての利用者の移行先が確実に見込まれる場合     

                                      全ての利用者の移行先が決定するまで毎週経過報告           
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業務管理体制の整備
平成２４年４月１日から、障害福祉サービス事業者等には不正事案の発生防止の観点から、事業運営の適正化を
図るための業務管理体制の整備とその届出が義務付けられました。

業務管理体制は、事業者自身の自己責任原則に基づく内部管理を前提としたものであり、市が事業者に代わり、
指定等取消事案などの不正行為の未然防止を図るものではありません。事業者自らが体制を整備し、コンプライ
アンス向上に取り組んでいただく必要があります。

○障害福祉サービス事業者等が整備すべき業務管理体制
①事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者の設置
②法令遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載した「法令遵守規程」の整備（事業
所数が20以上の法人のみ）

③外部監査などによる「業務執行の状況の監査」が行われていること（事業所数が100以上の法人のみ）

○届出事項（変更の際にも届け出が必要です）
①事業者の名称 ②主たる事務所の所在地 ③代表者の氏名、生年月日、住所、職名
④法令遵守責任者の氏名及び生年月日 ⑤業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（事業
所数20以上） ⑥業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所数100以上）

○届出書の提出先 ①事業所等が複数の都道府県にある事業者 厚生労働省

②事業所等が岡山県内のみにある事業者（③④を除く） 岡山県

③事業所等が岡山市内のみにある事業者 岡山市

④事業所等が倉敷市内のみにある事業者 倉敷市
7



サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者(サビ児管)

（１）実践研修の受講に必要な実務経験（ＯＪＴ）

改正前 改正後

基礎研修終了後、実践研修受講
までに「２年以上」の実務経験
が必要。

改正前の内容を原則とし、次の①から③までの要件を全て満たす
場合は、例外的に「６か月以上」の実務経験で受講可能。

① 基礎研修受講時に既にサビ児管としての配置に必要な実務
経験を満たしている。（相談支援又は直接支援３～８年）

② 事業所において個別支援計画作成の業務に従事している。
・基礎研修修了者を２人目以降のサビ児管等として、個別支

援計画の原案までの作成までの一連の業務を行っている。
・やむを得ない事由によりサビ児管とみなして従事し、個別
支援計画の作成の一連の業務を行っている。

③ ②の業務に従事することを市に届け出ている。
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者(サビ児管)

（２）やむを得ない事由によりサビ児管が欠けた場合の措置
改正前 改正後

やむを得ない事由によりサビ児
管が欠如した場合、欠如した日
から１年間、サビ児管としての
配置に必要な実務経験（相談支
援又は直接支援３～８年）を有
する者をサビ児管とみなして配
置が可能。

改正前の内容に加えて、次の①から③までの要件を全て満たす者に
ついては、当該者が実践研修を修了するまでの間に限り、最長で２
年間サビ児管としてみなし配置が可能。

① サビ児管としての配置に必要な実務経験（相談支援又は直接
支援３～８年）を満たしている。【改正前と同じ】

② サビ児管が欠如した時点で既に基礎研修を修了済である。
③ サビ児管が欠如する以前からサビ児管以外の職員として当該

事業所に配置されている。

「やむを得ない事由」
サビ児管が退職、病休など事業者の責に帰さない事由により欠如した場合であって、かつ当該事業

所にサビ児管を直ちに配置することが困難な場合。

●やむを得ない事由で、サビ児管をみなしで配置しようとする場合は、障がい福祉課事業所指導室へ
事前に相談してください。
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者(サビ児管)

（３）サビ児管配置に関する留意事項

現在、サビ児管として配置されている方で、次の事項に該当する場合は、サビ児管とし
て引き続き配置することができず、サビ児管が欠如することになります。

⚫平成３１年３月３１日以前のサビ児管研修修了者

令和５年度の更新研修を受講していない場合、サビ児管として引き続き配置することは
できません。

更新研修を修了しなかった場合は、改めて実践研修の受講が必要です。

⚫令和元年度から令和３年度までにサビ児管の基礎研修を受講し、みなし配置の方

基礎研修受講後３年以内に実践研修を受講していない場合、サビ児管として引き続き配
置することができません。

（例）令和４年１月３０日に基礎研修を修了した方は、令和７年１月２９日までに実践研
修を修了していない場合、令和７年１月３０日からはサビ児管として配置できません。
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送迎にかかる事故防止

• 令和3年、4年と保育所等の送迎バスで子どもが置き去りにされ、亡くなるという
大変痛ましい事故が続けて発生しました。

• これらの事故を受け、車両による送迎に当たっての安全管理の徹底について通知
が発出されています。送迎を実施している事業所においては、送迎時の利用者の
安全管理について御留意いただくようお願いします。

• 児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所については、令和５年
４月１日から、次の２点が義務化されております。

①園児等の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合、園児等の自動車への乗降
車の際に、点呼等の方法により園児の所在を確認すること。

②通園用の自動車を運行する場合は、当該自動車にブザーその他の車内の園児等の見落
としを防止する装置を装備し、当該装置を用いて、降車時の①の所在確認をすること。

【参考】令和４年１０月１３日付け厚生労働省事務連絡

「介護サービス事業所等及び障害福祉サービス事業所等における車両による送迎に当たっての安全管理の徹底について」
11



アルコール検知器を用いた酒気帯び確認

⚫一定台数以上の自動車の使用者は、自動車の安全な運転に必要な業務を行わせるため、その使用の
本拠（事業所等）ごとに、自動車の安全な運転に必要な業務を行う者として安全運転管理者の選任
を行わなければなりません。

⚫安全運転管理者の業務として酒気帯びの有無の確認内容の記録・保存、アルコール検知器の常時有
効保持が位置づけられております。

⚫道路交通法施行規則の一部改正により、令和５年１２月１日からアルコール検知器を用いた酒気帯
びの有無の確認が義務化されました。

令和４年
４月１日施行

✓ 運転前後の運転者の状態を目視等で確認することにより、運転者の酒気
帯びの有無を確認すること

✓ 酒気帯びの有無について記録し、記録を１年間保存すること

✓ 運転者の酒気帯びの有無の確認を、アルコール検知器を用いて行うこと

✓ アルコール検知器を常時有効に保持すること

令和５年
１２月１日施行
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• 指定障害福祉サービス事業者等において、利用者に対する支援サービスの提供により事故が生じた
場合には、速やかに利用者の家族及び関係行政機関に連絡し、必要な措置を講じるとともに、その
事故が賠償すべき事故である場合には、速やかに損害賠償を行わなければなりません。

• あわせて、事故の程度が事故報告基準のいずれかに該当するときは、遅滞なく市に報告する必要が
あります。

事故報告の提出

事故報告基準

① 利用者に対する障がい福祉サービス等の提供により発生した事故により医療機関等への受診が必
要となった事故

② 利用者に対する障がい福祉サービス等の提供中に救急通報を行った事故。なお，利用者の疾病に
よるものも含む

③ 利用者に対する障がい福祉サービス等の提供など業務遂行により発生し，若しくは請求された損
害賠償事故

④ 食中毒及び感染症等で法令により保健所等へ通報が義務付けられている事由の事故及び利用者，
職員等に広く感染する恐れのある症例，事故

⑤ その他市が報告を必要と認める事故

・事故報告書1/2（様式１）は第１報として、事故発生後７日以内に倉敷市に提出ください。ファックス、Eメールで
の報告も可能とします。

・事故報告書 2/2（様式２）は、経過報告及び再発防止への対応・改善策を記載し、事故発生後１ヶ月以内に倉敷市
に提出ください。ただし、１ヶ月を経過しても事故が完結していないときは記入日現在の進捗状況等も記載して
ください。
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利用者の安全確保

非常災害対策

障害福祉サービス事業所等は、利用者の安全を確保するために、火災や地震、風水害のほか、地域の特性等を考
慮した自然災害に係る対策を含む「非常災害対策計画」の策定と定期的な避難等訓練の実施が必要です。
※「非常災害対策計画」
災害発生時における職員の役割分担や基本行動等について、施設が立地する地域の環境等を踏まえ、様々な災害を想定し
た上で、あらかじめ定めておくもの。

要配慮利用施設における避難確保計画

平成２９年の「水防法の一部を改正する法律」の施行により、要配慮者利用施設の避難確保計画作成及び避難訓
練の実施が義務となりました。対象となる施設は、市町村の地域防災計画に定められた、河川洪水浸水想定区
域・土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設で、倉敷市ホームページで確認できます。

避難確保計画の作成フォーマットを用意していますので、参考にしてください。このフォーマット以外を使用し
た場合も必要項目を満たしていれば避難確保計画として提出いただくことが可能です。
（要配慮利用施設、避難確保計画フォーマット https://www.city.kurashiki.okayama.jp/36635.htm ）

対象事業所
障害者支援施設、療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、
福祉型（医療型）障害児入所施設、（医療型）児童発達支援（センター）、放課後等デイサービス
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災害の発生が想定される度に、災害時
情報共有システムを通じて、各事業所
宛てに、被災状況の報告を依頼する
メールが送信されますので、メールに
記載されている専用のＵＲＬから、災
害時情報共有システムにアクセスし、
被災状況を報告していただく流れとな
ります。

なお、災害時情報共有システムは、事
業所情報公表システム（ワムネット）
の基本情報と連携しているため、災害
時情報共有システムを通じたメールに
ついては、あらかじめ事業所側で事業
所情報公表システム（ワムネット）に
登録しているアドレス宛てに送信され
ます。

事業所のメールアドレス等の基本情報
の入力が未対応の事業所は、早急に対
応ください。

災害時情報共有システム
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医行為の範囲

• 医師、看護師等の免許を有さない者による医業は、医師法その他の
関係法規によって禁止されています。

• 介護現場等において医行為であるか否かについて判断に疑義が生じ
ることの多い行為であって原則として医行為でないと考えられるも
の等については、これまで、「医師法第17 条、歯科医師法第17 条及
び保健師助産師看護師法第31 条の解釈について（通知）」（平成17 
年７月26 日付け医政発第0726005 号厚生労働省医政局長通知）等に
おいて示されてきましたが、この度、この通知に記載のない行為の
うち、介護現場で実施されることが多いと考えられる行為を中心に、
医行為ではないと考えられる行為を整理した通知が発出されました。

• 医師、看護師等の医療に関する免許を有しない者が行うことが適切
か否か判断する際や、ケアの提供体制について検討する際の参考と
してください。

令和４年１２月１日付け厚生労働省医政局長通知
【医師法第17 条、歯科医師法第17 条及び保健師助産師看護師法第31 条の解釈について（その２）】
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ハラスメント対策
• 労働関係法令においては、令和４年４月から、中小企業についてもハラスメント防止措置が義務化
されました。

• 障害福祉サービス事業者等においても、令和３年４月から、運営基準で、適切なサービスの提供を
確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって
業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための
方針の明確化等の必要な措置を講じなければならないことが追加されています。

•職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない

旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること

①方針の明確化及びその周知・啓発

•相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口

をあらかじめ定め、従業者に周知すること。

②相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

※上記のほか、顧客からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止のため、事業主が雇用管理上の
配慮を行うことが望ましい取組として、①相談に応じ、適切に対応するため必要な体制の整備 ②被害者への
配慮のための取組 ③被害防止のための取組 があります。
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令和３年度報酬改定における、次の２つの改定事項については、令和５年度末（令和６年３月３１日）で経過措置
が終了します。３月末までに確実に体制を整えてください。

令和５年度末で経過措置が終了する事項

感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を求める観点から、全ての障害福祉サービス等事業者を対
象に、運営基準において、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施を義務付
ける。

感染症対策の強化

感染症や災害が発生した場合でも、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、全
ての障害福祉サービス等事業者を対象に、運営基準において、業務継続に向けた計画等の策定や研修の実施、訓
練の実施等を義務付ける。

業務継続に向けた取組の強化

厚生労働省ホームページに指針や研修及び訓練の参考資料が掲載されています。https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」、「感染対策指針（ひな型）」
「障害福祉サービス事業所等における感染対策指針作成の手引き」、「業務継続ガイドライン」等

【令和６年度報酬改定】障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染対応力の向上を規定

【令和６年度報酬改定】計画が未策定の場合、基本報酬の減算されることを規定（経過措置あり） 31



感染症対策の強化
義務付け内容 その他の留意事項

委員会の開
催及び検討
結果の周知

訪問系、相談系、就労定着、
自立生活援助

左記以外のサービス ・幅広い職種により構成すること
・構成メンバーの責任及び役割分担を明確にする
とともに、専任の感染対策を担当する者を決めて
おくこと
・看護師の配置があるサービス種別では、感染対
策担当者は看護師であることが望ましい
・他の会議体を設置している場合、これと一体的
な設置・運営も可

感染症の予防及びまん延の
防止のための対策を検討す
る委員会を設置し、おおむ
ね６カ月に１回以上開催す
ること

感染症及び食中毒の予防及
びまん延の防止のための対
策を検討する委員会を設置
し、おおむね３カ月に１回
以上開催すること

委員会での検討結果について、従業者へ周知徹底を図る

指針の整備 事業所における感染症の予
防及びまん延防止のための
指針を整備

事業所における感染症及び
食中毒の予防及びまん延防
止のための指針を整備

指針には平常時の対策と発生時の対応を規定する。

研修及び訓
練の実施

・感染症の発生及びまん延
の防止のための研修を年１
回以上実施

・感染症発生時の対応につ
いての訓練を年１回以上実
施

・感染症及び食中毒の予防
及びまん延の防止のための
研修を年２回以上及び新規
採用時

・感染症及び食中毒発生時
の対応についての訓練を年
２回以上

・研修の内容は感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普
及啓発するとともに、指針に基づいた衛生管理を徹底する
ものとする
・研修の内容について記録する
・訓練は発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、
事業所内の役割分担の確認や感染対策をしたうえでの支援
の演習などを実施する
・訓練の実施は机上を含めその実施方法は問わないが、机
上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施
する 32



業務継続に向けた取組の強化
義務付け内容 その他の留意事項

業務継続計
画の策定

感染症や災害の発生時に
利用者に対するサービス
提供を継続的に実施する
ため、及び非常時の体制
で早期の業務再開を図る
ための計画を策定し、当
該計画に従い、必要な措
置を講じる

感染症に係る業務継続計画の項目 災害に係る業務継続計画の項目

・平時からの備え
体制構築・整備、感染症防止に向けた取

組の実施、備蓄品の確保等
・初動対応
・感染拡大防止体制の確立
保健所との連携、濃厚接触者への対応、

関係者との情報共有等

・平常時の対応
建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフライ

ンが停止した場合の対策、必要品の備蓄等
・緊急時の対応
業務継続計画発動基準、対応体制等

・他施設及び地域との連携

研修及び訓
練の実施

従業者に対し、業務継続
計画について周知すると
ともに、必要な研修及び
訓練を定期的に実施する

研修 訓練

・年１回（障害者支援施設については２
回）以上定期的な教育を開催するとともに、
新規採用時には別に研修を実施することが
望ましい
・研修の実施内容について記録すること
・感染症の業務継続計画に係る研修は、感
染症の予防等の研修と一体的な実施も可

・業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、
感染症や災害が発生した場合に実践する支援の演習等
を年１回（障害者支援施設については２回）以上定期
的に実施する
・感染症の業務継続計画に係る訓練は、感染症の予防
等の訓練と一体的な実施も可
・訓練の実施は机上を含めその実施方法は問わないが、
机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせなが
ら実施する

業務継続計
画の見直し

定期的に業務継続計画の
見直しを行い、必要に応
じて業務継続計画の変更
を行う

厚生労働省ホームページに「業務継続ガイドライン」のほか、業務継続計画
の「ひな型」 も掲載されています。

⇒災害編 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html
⇒感染症編 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
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（参考）災害対策における各種計画の比較

業務継続計画 非常災害対策計画 消防計画 避難確保計画

対象施設 障害者支援施設
障害サービス事業所

障害者支援施設
障害サービス事業所（訪
問系・就労定着支援等を
除く）

要件を満たす
入所・通所系事業所

浸水想定区域内・
土砂災害警戒区域内
に立地する
入所・通所系事業所

対象となる災
害等

感染症
非常災害

非常災害（火災、地震、
風水害、土砂災害等施設
の属する地域や地形等を
考慮し、起こりうると考
えられる災害）

火災（地震） 水害・土砂災害

報告(提出)・
届出義務

なし
（運営指導の際に確認）

なし
（運営指導の際に確認）

あり あり

目的 ・非常時にサービス提供
を継続的に実施する

・非常時の体制で早期に
業務再開を図る

⇒少ない人員で、最低限必要
なサービスに絞って提供する

・非常災害時に命を守る
・被害を最小限にとどめ
る

・火災（地震）発生時に
命を守る

・被害を最小限にとどめ
る

・水害・土砂災害発生時
に命を守る
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新型コロナウイルス感染症に係るサービス継続支援事業

○ 新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」という。）については、令和
５年５月８日から感染症法上の位置づけが５類感染症に変更され、医療提供体制
は、入院措置を原則とした行政の関与を前提とした限られた医療機関による特別
な対応から、幅広い医療機関による自律的な通常の対応に移行していくこととさ
れました。

〇 本年３月末までを移行期間としておりましたが、４月以降は幅広い医療機関で
新型コロナの患者の入院受け入れや診療等を行うこととなることから、国におい
て新型コロナにかかる障がい者施設等への支援については、令和５年度で終了と
なりました。

【全サービス】
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に係る基本的な考え方

喫緊かつ重要な課題である人材確保対策について必要な処遇改善を行うとともに、障がい者が希望
する地域生活の実現、多様なニーズに応える専門性・体制の評価、支援時間・内容を勘案したきめ細
かい評価、アウトカムに基づく評価等について、取り組んでいく必要がある。このため、以下の基本
的な考え方に基づき、各サービスの報酬・基準についての見直しを行う。

（１）障がい者が希望する地域生活を実現する地域づくり

〇障がい者の施設、病院からの地域移行の促進

〇障がい者の意思決定支援の推進

〇強度行動障害を有する障がい者等への支援体制の充実

（２）社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応

〇児童発達支援センターの機能強化等による地域の障がい児支援体制の充実

〇障がい者の多様なニーズに応じた就労の促進

（３）持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し

〇障がい者虐待の防止・権利擁護のため、身体拘束適正化の徹底や同性介助の推進

〇メリハリのきいた報酬体系、サービスの内容・質に応じた評価や、透明性の向上
41
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虐待防止措置①

障害者総合支援
法第42条

指定事業者等は、障害者等の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、障
害者等のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

児童福祉法第21
条の5の18

指定障害児通所支援事業者は、障害児の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を
遵守し、障害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

児童福祉法第24
の11

指定障害児入所施設等の設置者は、障害児の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命
令を遵守し、障害児及びその保護者のため忠実にその職務を遂行しなければならない。

〇障害福祉サービス事業者の責務

〇通報義務
虐待を受けたと思われる障害者を発見した場合、市町村に通報する義務があります。
また、虐待は刑事罰の対象となる可能性があります。

身体的虐待 殺人罪、傷害罪、暴行罪、逮捕監禁罪

性的虐待 強制わいせつ罪、強制性交等罪、準強制わいせつ罪、準強制性交等罪

心理的虐待 脅迫罪、強要罪、名誉棄損罪、侮辱罪

ネグレクト 保護責任者遺棄罪

経済的虐待 窃盗罪、詐欺罪、恐喝罪、横領罪

厚生労働省ホームページに「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き（令和５年７月）」が

掲載されておりますのでご確認ください。 https://www.mhlw.go.jp/content/001121499.pdf 44
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義務付け内容 その他の留意事項

委員会の開催

虐待防止のための対策を
検討する委員会を年1回
以上開催するとともに、
委員会での検討結果を従
業者へ周知徹底する

委員会の役割
・虐待防止のための計画づくり
・虐待防止の研修、労働環境・条件を確認・
改善するための実施計画づくり、指針の作成
・虐待防止のチェックとモニタリング
・虐待が起こりやすい職場環境の確認等
・虐待発生後の検証と再発防止策の検討
・虐待やその疑いが生じた場合、事案検証の
上、再発防止策を検討、実行

委員会の運営
・構成員の責務及び役割分担を明確にする
・構成員には、利用者やその家族、専門的な知
見のある外部の第三者等も加えることが望ましい
・法人単位での設置や身体拘束等適正化委員会
と一体での設置も可能
・虐待防止委員会には、事業所の管理者や虐待
防止担当者が参画すること

虐待防止に関する基本的な考え方、虐待発生時の対応に関する基本方針、虐待防止委員会等施設
内の組織に関する事項、職員研修に関する基本方針等を定めた「虐待防止のための指針」を作成
することが望ましい。

研修の実施
従業者に対し、虐待防止
のための研修を年１回以
上実施する

・虐待防止委員会が作成した研修プログラムを実施し、定期的な研修を年１回以上実施するとと
もに、新規採用時には必ず虐待防止の研修を実施すること
・研修の実施内容について記録すること

担当者の配置
虐待の防止等のための担
当者の設置

・虐待防止のための担当者については、サービス管理責任者等を配置すること

虐待防止措置
未実施減算

障害者虐待防止の取組を徹底するため、障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サービス事業所等について、虐待防止措置未
実施減算（所定単位数の１％を減算）を創設。

虐待防止措置②

・虐待防止委員会（身体拘束適正化委員会を含む。）において、外部の第三者や専門家の活用に努めること
・障害福祉サービス事業所等の管理者及び虐待防止責任者が ,都道府県の実施する虐待防止研修を受講することが望ましいこと

追
加
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義務付けの内容 その他の留意事項

記録の整備

身体拘束等を行う場合には、その態様
及び時間、その際の利用者の心身の状
況並びに緊急やむを得ない理由その他
必要な事項を記録する

・利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除
き、行ってはならない
・緊急やむを得ない理由は、切迫性、非代替性、一時性の要件全てを満たし、かつ、
組織としてそれらの要件の確認等の手続きを行った旨を記録しなければならない

委員会の開催

身体拘束等の適正化のための対策を検
討する委員会を年1回以上開催するとと
もに、その結果について、従業者に周
知徹底を図る

・事業所に従事する幅広い職種により構成すること
・構成員の責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の身体拘束等の適正化
対応策を担当する者を決めておくこと
・身体拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と廃止へ向けた
方策を検討すること
・拘束事例がない場合においても、未然防止の観点から、利用者に対する支援の状
況等を確認することが必要

指針の整備
身体拘束等の適正化のための指針を整
備する

指針に盛り込むべき項目
・事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方
・身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
・身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
・事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針
・身体拘束等発生時の対応に関する基本方針
・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

研修の実施
従業者に対し、身体拘束等の適正化の
ための研修を年１回以上実施する

・年１回以上定期的な研修を実施するとともに、新規採用時にも必ず身体拘束等の
適正化の研修を実施すること
・研修の実施内容について記録すること

身体拘束廃止
未実施減算

施設・居住系サービス⇒減算額を５単位から所定単位数の10％に引き上げ

訪問・通所系サービス⇒減算額を５単位から所定単位数の１％に見直し

身体拘束等の適正化
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本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）

各障害福祉サービス事業等の
指定基準の解釈通知に明記

「本人の意思に反する異性介
助がなされないよう、サービ
ス管理責任者等がサービス提
供に関する本人の意向を把握
するとともに、本人の意向を
踏まえたサービス提供体制の

確保に努めるべき」

【計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援、自立生活援助、就労定着支援を除く全サービス】

51



52



食事提供体制加算の経過措置の取扱い

［現行］

収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割 16 万円未満）の利用者に対して、事業所
が原則として当該施設内の調理室を使用して、食事の提供を行った場合に所定単位数を加算する。

［見直し後］

収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16 万円未満）の利用者に対して、事業所
が原則として当該施設内の調理室を使用して、次の①から③までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合
に所定単位数を加算する。

①管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は、栄養ケア・ステーション若しくは保健所

等の管理栄養士又は栄養士が栄養面について確認した献立であること

②利用者ごとの摂食量を記録していること

③利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること

【生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】

令和６年３月３１日までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、食事提供時における栄養面での
配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす場合に評価することとし、令和９年３月３１日まで経過措置を延
長する。（通所系：３０単位／日 短期入所、宿泊型自立訓練：４８単位／日）
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人員基準における両立支援への配慮等

障害福祉の現場において、治療と仕事の両立を進め、職員の定着促進を図る観
点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定における「常勤」要件及び「常
勤換算」要件について、以下の見直しを行う。

• 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度
を利用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時
間勤務制度等を利用する場合にも、週 30 時間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。

• 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業
者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週 30 時間以上の勤務で常勤換算での計算上も
１（常勤）と扱うことを認める。

【参考】厚生労働省ホームページ 治療と仕事の両立について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000115267.html
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障害福祉現場の業務効率化 等を図るためのICTの活用 等

管理者の兼務範囲の明確化

管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元
的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者は、その責務を果たせる場合であって、事故発生時等の緊
急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定め、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合にあっては、同一敷
地内等に限らず、同一の事業者によって設置される他の事業所等（介護サービス事業所等の他分野のサービス事業所を含
む。）の管理者又は従業者と兼務できることとする。

テレワークの取扱い

管理者について、介護分野における取扱いに準じ、以下のような措置を講じた上で、管理上支障が生じない範囲内において、
テレワークにより管理業務を行うことが可能であることを示す。
・利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保していること。
・事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定めておくとと
もに、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できるようにしていること。

また、人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている管理者以外の職種又は業務のテレワークに関して、個人情
報を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、具体的な考え方を示す。

各種様式の標準化

障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方公共団体に対して提出する指定申請関連文書、報酬請
求関連文書等について、令和５年度中に標準様式及び標準添付書類を作成する。 55



福祉・介護職員処遇改善加算

（１）加算の概要

処遇改善加算の一本化については、令和６年６月から実施

【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同
生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、就労選択支
援、自立生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、
医療型障害児入所施設】

○障害福祉現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへと確実
につながるよう加算率の引上げを行う。

○福祉・介護職員等の確保に向けて、福祉・介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業
所に活用されるよう推進する観点から、福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善
加算、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を
組み合わせた４段階の「福祉・介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。

○就労定着支援の就労定着支援員、自立生活援助の地域生活支援員、就労選択支援の就労選択支援員を、
処遇改善加算等の対象に加える。
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福祉・介護職員処遇改善加算
（２）算定要件
○ 新加算（Ⅰ～Ⅳ）は、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一。（福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員
に重点的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。）

○ 新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の１／２以上を月額賃金の改善に充てることを要件とする。
※ それまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を新たに取得する場合には、ベースアップ等支援加算相当分の加算額
については、その２／３以上を月額賃金の改善として新たに配分することを求める。
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福祉・介護職員処遇改善加算

（３）届出及び実績報告

① 令和６年度処遇改善加算の算定に係る届出
⚫令和６年４月又は５月から加算を算定する場合

⇒提出期限 令和６年４月１５日（月）必着
⚫令和６年６月以降から加算を算定する場合

⇒算定開始月の前々月末日前月１５日まで
（例：６月算定開始→４月末５月１５日までに提出）

提出書類：処遇改善計画書
※倉敷市障がい福祉課事業所指導室ホームページから様式をダウンロード
してください。https://www.city.kurashiki.okayama.jp/38857.htm

※様式が見直しとなっていますので、必ず新しい様式で提出してください。

提出先：倉敷市障がい福祉課事業所指導室 58



福祉・介護職員処遇改善加算

（３）届出及び実績報告

② 令和５年度処遇改善加算の実績報告
⚫ 提出期限 加算額の支払いが完了した翌々月の末日
（最終の加算の支払いが５月の場合、７月３１日までに必着）

提出書類 処遇改善実績報告書
提出先 倉敷市障がい福祉課事業所指導室

※ 以下の場合、加算額を全額返還となりますので、注意してください。
⚫ 実績報告で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）

を下回った場合
⚫ 実績報告の提出がない場合
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障害福祉サービス等情報公表制度

○ 利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化の推進を図る観点から、
障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告となっている事業所に対する「情報公表未報告
減算」を創設する。

【全サービス】
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障害福祉サービス等情報公表制度
○ 利用者の個々のニーズに応じた良質のサービスの選択や事業者の提供するサービスの質の向上に資す

ることを目的に、事業者は障害福祉サービスの内容等を都道府県等へ報告するとともに、都道府県等
は報告された内容を公表する仕組み。
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障害福祉サービス等情報公表制度

（１）報告の期限 ※現時点での予定であり、変更の可能性あり

事業開始時期 報告期限

令和６年７月１日より前 令和６年７月３１日

令和６年７月１日以降 指定障害福祉サービス事業者等の指定を受
けてから１か月以内

（２）障害福祉サービス等情報公表システム

ログインアドレス https://www.int.wam.go.jp/sfkohyoin/

※ログインIDは運営法人ごとに付与されています。IDを忘れた場合は、倉敷市事業所指導
室へお問い合わせください。

※パスワードのみが不明な場合は、ログインページ中にパスワードを初期化するための
リンクがありますので、そちらから初期化対応をお願いします。

情報更新の報告については、倉敷市障がい福祉課事業所指導室から改めて、メールでお知ら
せします。
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倉敷市問い合わせ先

担当事務 連絡先

保健福祉局
指導監査課

指定障害福祉サービス事業者・障害児通所支
援事業者（給付費の算定及び取扱いに係る部
分を除く。）の指導監査に関すること。

TEL 086-426-3297
FAX 086-426-3921
メールアドレス

wlfscl@city.kurashiki.okayama.jp

社会福祉部
障がい福祉課
事業所指導室

指定障害者福祉サービス事業者・障害児通所
支援事業の指定等各種届出に関すること。
地域生活支援事業（日中一時支援等に係る申
請（支払い業務は除く）に関すること。

TEL 086-426-3287
FAX 086-421-4411
メールアドレス

wlfdsb-buguof@city.kurashiki.okayama.jp

■障害福祉サービス事業者・施設への通知についての電子メール活用
・今後一度に多数の事業所に対して通知等を行なう場合、迅速な通知を行うため、記載いただいた事業所の
メールアドレスあてに配信させていただきますので、ご承知願います。

・なお、他のアドレスへの配信を希望される場合やアドレスを変更された場合、新たにアドレスを取得され
メールでの配信を希望される場合は、速やかに障がい福祉課事業所指導室まで連絡をお願いします。

■障がい福祉サービス提供事業所向け各種様式
・倉敷市ホームページに各種様式を掲載しておりますので、ご確認ください。

https://www.city.kurashiki.okayama.jp/10725.htm
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